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議案第１号から議案第１０号まで 

 

本案は、令和７年度（２０２５年度）日光市一般会計予算、７特別会計予算、水道事業

及び下水道事業の公営企業会計予算であります。 

一般会計予算については、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４７０億７，０００

万円とするものであります。あわせて、継続費１件、債務負担行為２４件、地方債２９件

を設定いたしました。 

まず、歳入について、主な内容をご説明申し上げます。 

１款・市税においては、固定資産税及び入湯税の増額等を見込みました。 

２款・地方譲与税から１２款・交通安全対策特別交付金においては、これまでの交付実

績や地方財政計画等を勘案して計上いたしました。 

１５款・国庫支出金においては、民間保育園等運営費や脱炭素先行地域推進事業費、社

会資本整備総合交付金事業費等に伴う国庫補助金のほか、障がい者自立支援給付費負担金

等を計上いたしました。 

１６款・県支出金においては、こども医療対策費や野生鳥獣対策事業費、日本型直接支

払制度多面的機能支払事業費等に伴う県補助金のほか、参議院議員通常選挙執行事務委託

金等を計上いたしました。 

１９款・繰入金においては、財政調整基金のほか、ふるさと日光応援基金、合併振興基

金等からの繰入れを見込みました。 

２２款・市債においては、過疎・辺地対策事業債、一般廃棄物処理事業債、公共施設等

適正管理推進事業債等の発行を見込みました。 

次に、歳出について、主な内容をご説明申し上げます。 

１款・議会費においては、議会広報費等を計上いたしました。 

２款・総務費においては、物価高騰対策として実施する学校給食費補助金交付事業費や

プレミアム付き共通商品券発行事業費のほか、ふるさと日光応援事業費及び基金積立金、

電子自治体推進事業費等を計上いたしました。 

３款・民生費においては、重層的支援体制整備事業費のほか、障がい福祉サービス費給

付費、児童手当費、児童福祉事業費等を計上いたしました。 

４款・衛生費においては、脱炭素先行地域推進事業費や最終処分場閉鎖事業費のほか、

クリーンセンター等維持管理費、予防接種事業費、こども医療対策費等を計上いたしまし
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た。 

５款・労働費においては、就業支援対策費等を計上いたしました。 

６款・農林水産業費においては、森林環境譲与税事業費や市営牧場維持管理費のほか、

農業振興対策費、圃場整備地内幹線農道整備事業費等を計上いたしました。 

７款・商工費においては、鬼怒川温泉駅前再整備事業費のほか、中心市街地活性化推進

事業費、観光推進体制整備事業費、観光施設運営費等を計上いたしました。 

８款・土木費においては、立地適正化計画推進事業費のほか、道路維持費、橋りょう等

維持補修費、市営住宅維持管理費等を計上いたしました。 

９款・消防費においては、消防救急デジタル無線整備事業費のほか、常備消防車両等購

入費、消防施設維持費、消防団詰所整備事業費等を計上いたしました。 

１０款・教育費においては、中央公民館移転事業費や小来川公民館整備事業費のほか、

学校教育支援事業費、社会体育施設運営費等を計上いたしました。 

次に、特別会計について、主な内容を申し上げます。 

国民健康保険事業特別会計においては、保険給付費の減額等を見込み、予算規模を事業

勘定、直営診療施設勘定合わせて、８３億５，４３４万１，０００円といたしました。 

後期高齢者医療事業特別会計においては、広域連合への保険料納付金の減額等を見込み、

予算規模を１４億５，４０４万３，０００円といたしました。 

介護保険事業特別会計においては、保険給付費の減額のほか、重層的支援体制整備事業

への移行に伴う地域支援事業費の減額等を見込み、予算規模を保険事業勘定、介護サービ

ス事業勘定合わせて、８６億４，６００万１，０００円といたしました。 

診療所事業特別会計においては、施設整備費の増額等を見込み、予算規模を１億８，７

７４万９，０００円といたしました。 

温泉事業特別会計においては、維持管理費用の増額等を見込み、予算規模を９，０９０

万５，０００円といたしました。 

銅山観光事業特別会計においては、施設整備費など観光事業費の増額等を見込み、予算

規模を２億４，７７１万円といたしました。 

公共用地先行取得事業特別会計においては、科目存置のみの計上とし、予算規模を５，

０００円といたしました。 

次に、公営企業会計について、主な内容を申し上げます。 

水道事業会計においては、収益的収入２０億４，６６６万６，０００円、収益的支出 
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２２億３，３１１万３，０００円とするものであります。また、資本的収入４億６，６２

５万３，０００円、資本的支出１１億８，８１０万９，０００円と定め、資本的収入額が

資本的支出額に対し不足する額は損益勘定留保資金等で補填するものであります。 

業務の予定量は、給水戸数が３万５，８７７戸、年間総給水量は、１，３７２万１，０

００立方メートルで、１日平均給水量は、３万７，５９２立方メートルといたしました。 

主な建設改良事業としましては、老朽管更新事業費を計上いたしました。 

下水道事業会計においては、収益的収入３０億７７４万３，０００円、収益的支出２６

億４，５７８万６，０００円とするものであります。また、資本的収入８億７，８０３万

８，０００円、資本的支出１８億６３３万３，０００円と定め、資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額は損益勘定留保資金等で補塡するものであります。 

業務の予定量は、接続戸数が２万２，３３３戸、年間総処理水量は、１，０９５万７，

０００立方メートルで、１日平均処理水量は、３万１９立方メートルといたしました。 

主な建設改良事業としましては、今市、藤原、中宮祠処理区における公共下水道建設事

業費や川治、湯西川処理区における特定環境保全公共下水道建設事業費を計上いたしまし

た。 

 

 

議案第１１号 

 

本案は、令和６年度（２０２４年度）日光市一般会計補正予算について、地方自治法第

１７９条第１項の規定に基づき専決処分をしたため、同条第３項の規定により議会に報告

し、承認を願うものであります。 

今回の補正は、住民税非課税世帯等臨時特別給付金支給事業費を計上するもので、歳入

歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３億９，６００万円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ４８５億７，１００万円にしたものであります。 

 

 

議案第１２号 

 

本案は、教育委員会の委員の任命につき議会の同意を求めるものであります。 
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現委員の速水茂希氏の任期が、来る５月１２日をもって満了となりますことから、引き

続き速水茂希氏を任命するに当たり、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第

２項の規定により、議会の同意を願うものであります。 

 

 

議案第１３号 

  

本案は、日光市議会議員及び日光市長の選挙における選挙公報発行に関する条例の一部

を改正する条例の制定であります。 

内容は、公職選挙法の一部改正に伴い、選挙公報の掲載文を電磁的記録により提出する

ことを可能とするため、所要の改正を行うものであります。 

 

 

議案第１４号 

 

本案は、日光市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例等の一部を改正する条例の

制定であります。 

内容は、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の一

部改正に伴い、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置及び仕事と介護の両

立支援制度の強化等の措置を講じるため、所要の改正を行うほか、地方公務員法の一部改

正に伴い、引用する条項を改める改正を行うものであります。 

 

 

議案第１５号 

 

本案は、日光市議会の議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例

の制定であります。 

 内容は、令和６年人事院勧告の内容に準じて、市議会の議員の期末手当の支給割合を引

き上げるため、所要の改正を行うものであります。 
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議案第１６号 

 

本案は、日光市長及び副市長の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例の制定

であります。 

内容は、令和６年人事院勧告の内容に準じて、市長及び副市長の期末手当の支給割合を

引き上げるため、所要の改正を行うものであります。 

なお、教育長の期末手当の支給についても準用するものであります。 

 

 

議案第１７号 

 

本案は、日光市長等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例の制定であります。 

内容は、当市の厳しい財政状況に鑑み、当面の財政負担の軽減に資するため、市長、副

市長及び教育長の給料の減額について、特例期間を延長する改正を行うものであります。 

 

 

議案第１８号 

 

本案は、日光市一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定であり

ます。 

内容は、令和６年人事院勧告の内容に準じて、職員の給料表の改定、期末手当及び勤勉

手当の支給割合の引き上げ等を行うため、所要の改正を行うものであります。 

 

 

議案第１９号 

 

本案は、日光市職員の特殊勤務手当の支給に関する条例の一部を改正する条例の制定で

あります。 

内容は、国家公務員に準じて、災害応急作業等手当を新設するとともに、消防職員の特

殊勤務への従事状況に鑑み、各種手当を新設及び増額する改正を行うものであります。 
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議案第２０号 

 

本案は、日光市手数料条例の一部を改正する条例の制定であります。 

内容は、脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律等の一部を改正する法律の施行に伴う、全建築物への省エネ基準適合の義務付け及び

建築確認申請等の審査特例の縮小に対応するため、手数料を新設、増額するほか所要の改

正を行うとともに、宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく県の審査等事務のうち、市に

権限移譲される中間検査に係る手数料を新設する改正を行うものであります。 

 

 

議案第２１号 

 

本案は、日光市文化会館条例の一部を改正する条例の制定であります。 

内容は、藤原総合文化会館を廃止するため、当該施設に係る規定を削る改正を行うもの

であります。 

 

 

議案第２２号 

 

本案は、日光市霧降スケートセンター条例及び日光市細尾ドームリンク条例の一部を改

正する条例の制定であります。 

内容は、近年の冬季の気温等を考慮し、滑走期間を見直すため、所要の改正を行うもの

であります。 

 

 

議案第２３号 

 

本案は、日光市コミュニティセンター条例等の一部を改正する条例の制定であります。 

内容は、施設の廃止及び自治会への譲渡に伴い、川治地区コミュニティセンターほか２

施設を廃止することから、当該施設を削る等の改正を行うものであります。 
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議案第２４号 

 

本案は、日光市休養施設条例の一部を改正する条例の制定であります。 

内容は、受益者負担の適正化を図るとともに、物価高騰・人件費の上昇等に対応するた

め、宿泊施設使用料を改める等の改正を行うものであります。 

 

 

議案第２５号 

 

本案は、日光市庚申山荘条例の一部を改正する条例の制定であります。 

 内容は、観光宿泊施設としての機能を廃止し、登山者の休憩等のための施設として整備

するため、所要の改正を行うものであります。 

 

 

議案第２６号 

 

本案は、日光市足尾銅山観光公園条例の一部を改正する条例の制定であります。 

内容は、銅ふれあい館の名称を変更し、足尾銅山観光公園施設の一部として指定管理者

による管理を可能とするため、所要の改正を行うものであります。 

 

 

議案第２７号 

 

本案は、日光市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例

の一部を改正する条例の制定であります。 

内容は、危険な盛土等を全国一律の基準で包括的に規制する宅地造成及び特定盛土等規

制法の施行に伴い、題名を改めるとともに、盛土等による災害発生の防止に関する規定を

削除する等の改正を行うものであります。 
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議案第２８号 

 

本案は、日光市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て

支援施設等の運営に関する基準を定める条例及び日光市家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定であります。 

内容は、子ども・子育て支援法施行規則等の一部を改正する内閣府令の施行に伴い、地

域型保育事業に係る連携施設の設定要件を緩和するとともに、経過措置期間を延長する等

の改正を行うものであります。 

 

 

議案第２９号 

 

本案は、日光市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する

条例の制定であります。 

内容は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一

部改正に伴い、引用する条項を改める改正を行うものであります。 

 

 

議案第３０号及び議案第３１号 

 

本案は、財産の取得について、議会の議決を願うものであります。 

内容は、住民基本台帳システム等基幹システムのサーバ及びファイアウォールの調達、

構築並びに中学校教師用指導書及び教科書の購入を行うものであります。 

 

 

議案第３２号 

 

本案は、財産の処分について、議会の議決を願うものであります。 

内容は、瀬尾工業用地について、分譲申込者に売却するため、地方自治法第９６条第１

項第８号の規定に基づき、議会の議決を願うものであります。 
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議案第３３号及び議案第３４号 

 

本案は、市道路線の廃止及び変更について、議会の議決を願うものであります。 

内容は、市道として管理してきた国及び県所管の林道、遊歩道等において、国及び県の

単独管理とする協議が整ったことから、路線の廃止及び変更を行うものであります。 

 

 

議案第３５号から議案第３８号まで 

 

本案は、辺地に係る総合整備計画の策定及び変更について、議会の議決を願うものであ

ります。 

内容は、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律に

基づき、生活環境の改善に資するため、日光地域の中小来川地区、栗山地域の日向地区、

上栗山地区及び川俣地区において、当該総合整備計画の策定及び変更を行うものでありま

す。 

 

 

議案第３９号 

 

本案は、令和６年度（２０２４年度）日光市一般会計予算の補正であります。 

今回の補正は、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３億６，５００万円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４８２億６００万円とするものであります。 

その内容は、歳入において、市税のほか、地方交付税、ふるさと日光応援寄附金などの

増額を見込む一方で、歳出の不用額整理に伴い、国庫支出金や県支出金、基金繰入金など

を減額いたしました。 

歳出においては、職員の人事配置及び人事院勧告に基づく人件費を整理するとともに、

民間保育園等運営費や生活路線バス対策費などを追加計上するほか、脱炭素先行地域推進

事業費などの不用額を整理いたしました。 

また、繰越明許費については２７件を追加、１件を変更、債務負担行為については１件
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を追加、地方債については１２件を変更するものであります。 

 

 

議案第４０号 

 

本案は、令和６年度（２０２４年度）日光市国民健康保険事業特別会計予算の補正であ

ります。 

今回の補正は、事業勘定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２億５，２１０万９，

０００円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ８７億３，７３８万３，００

０円とするとともに、直営診療施設勘定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３６２

万５，０００円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９，１３４万８，００

０円とするものであります。 

その内容は、事業勘定において、国民健康保険税、延滞金などの増額や基金積立を見込

むとともに、職員の人事配置及び人事院勧告に基づく人件費を整理するものであります。 

 

 

議案第４１号 

 

本案は、令和６年度（２０２４年度）日光市後期高齢者医療事業特別会計予算の補正で

あります。 

今回の補正は、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ８，９２１万１，０００円を

減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１３億８，８１２万４，０００円とする

ものであります。 

 その内容は、後期高齢者医療保険料や広域連合納付金などの減額を見込むものでありま

す。 

 

 

議案第４２号 

 

本案は、令和６年度（２０２４年度）日光市介護保険事業特別会計予算の補正でありま
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す。 

今回の補正は、保険事業勘定において、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３億

８，３７４万６，０００円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ８７億９６

４万２，０００円とするものであります。 

その内容は、介護保険料などの増額を見込むとともに、保険給付費等の不用額や職員の

人事配置及び人事院勧告に基づく人件費を整理するものであります。 

 

 

議案第４３号 

 

本案は、令和６年度（２０２４年度）日光市診療所事業特別会計予算の補正であります。 

今回の補正は、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１５１万５，０００円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１億７，２０８万６，０００円とするものであり

ます。 

その内容は、職員の人事配置及び人事院勧告に基づく人件費を整理するものであります。 

 

 

議案第４４号 

 

 本案は、令和６年度（２０２４年度）日光市水道事業会計予算の補正であります。 

 今回の補正は、収益的支出において、６２６万９，０００円を追加し、収益的支出の予

定額を２０億９，７２２万９，０００円とするものであります。 

 その内容は、人事院勧告に基づく人件費を整理するものであります。 

 

 

議案第４５号 

 

 本案は、令和６年度（２０２４年度）日光市下水道事業会計予算の補正であります。 

今回の補正は、収益的支出において、４８９万１，０００円を追加し、収益的支出の予
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定額を２６億３，１７６万６，０００円とするものであります。また資本的支出において、

３５万７，０００円を追加し、資本的支出の予定額を１７億５，２２２万７，０００円と

するものであります。 

その内容は、職員の人事配置並びに人事院勧告に基づく人件費を整理するものでありま

す。 

 

 

 


